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1. 平成30年3月期第3四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第3四半期 2,079 0.6 87 △62.0 81 △64.4 59 △64.4

29年3月期第3四半期 2,067 15.0 229 147.4 229 141.7 167 142.9

（注）包括利益 30年3月期第3四半期　　59百万円 （△64.6％） 29年3月期第3四半期　　166百万円 （142.4％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第3四半期 2.61 2.60

29年3月期第3四半期 7.27 7.26

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第3四半期 1,739 1,442 82.4

29年3月期 1,851 1,498 80.4

（参考）自己資本 30年3月期第3四半期 1,432百万円 29年3月期 1,488百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00

30年3月期 ― 0.00 ―

30年3月期（予想） 4.00 4.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,760 1.7 88 △62.7 83 △65.0 63 △64.6 2.75

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期3Q 23,087,200 株 29年3月期 23,087,200 株

② 期末自己株式数 30年3月期3Q 232,500 株 29年3月期 158,600 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期3Q 22,850,613 株 29年3月期3Q 23,011,639 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の拡大や雇用環境の改善、消費回復による、緩やか

な景気回復基調が続く一方で、人手不足問題や米国・欧州における政治経済動向、地政学リスクなどから、依然と

して先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループの事業領域にかかわる新築住宅市場は、政府による住宅支援策や住宅ローン金利が引続き低水準に

あるものの、住宅着工の動向は前年を下回っております。

　このような状況の中、当社グループは住生活エージェントとして、“生活者の不利益解消”という使命のもと、

お客様の視点に立ったサービスを提供すべく事業推進しております。11月28日（いい地盤の日）に開催された「住

宅×地盤サミット」において、当社子会社である地盤ネット総合研究所株式会社、国立研究開発法人防災科学技術

研究所および白山工業株式会社との三者共同研究として開発した、高精度の地盤解析を目的とした地盤調査手法で

ある微動探査の紹介を行いました。微動探査は10月１日より地盤調査「地震eye」としてサービスを開始し、これま

での地盤強度の調査に加え、地震による地盤の揺れやすさを調査し、それを見える化することにより、一層の安心

安全な住宅環境を提供するサービスとして、受注拡大に注力しております。当社グループの国内シェアを高める施

策としているフランチャイズ拡大においても、「地震eye」を差別化商品としてフランチャイズ加盟促進に活かし、

当第３四半期連結累計期間に新規加盟20社を加え、今後、更なるフランチャイズ拡大を図ってまいります。また、

海外展開推進のため、ベトナムとマレーシアにおいて微動探査のフィールドテストを重ね、ベトナム子会社の体制

強化を行ってまいりました。

　これからの10年を見据え、「地盤セカンドオピニオン」が起こした「地盤革命」を国内外においてより広めるた

め、人材の育成、営業強化と業務効率の向上、内部統制強化の取り組みを引続き行ってまいります。

これらの活動の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は2,079,856千円（前年同期比0.6%増）となり

ました。営業利益は87,247千円（前年同期比62.0%減）、経常利益は81,868千円（前年同期比64.4％減）、親会社株

主に帰属する四半期純利益は59,699千円（前年同期比64.4％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,739,161千円となり、前連結会計年度末に比べ112,258千円減少いたし

ました。主な要因は以下の通りであります。

（資産)

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は1,739,161千円となり、前連結会計年度末に比べ112,258千円減少いた

しました。流動資産は1,507,923千円となり、前連結会計年度末に比べ123,608千円減少いたしました。これは主に

現金及び預金が9,052千円増加、商品が11,296千円減少、前払費用が40,233千円減少、未収入金が115,530千円減少

したことによります。固定資産は231,237千円となり、前連結会計年度末に比べ11,349千円増加いたしました。これ

は主に長期前払費用（投資その他の資産に含まれております）が25,144千円増加、ソフトウェアが8,449千円減少し

たことによるものであります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は296,487千円となり、前連結会計年度末に比べ56,329千円減少いたしま

した。流動負債は278,862千円となり、前連結会計年度末に比べ31,586千円減少いたしました。これは主に支払手形

及び買掛金が13,772千円増加、未払法人税等が24,665千円減少したことによります。固定負債は17,624千円となり、

前連結会計年度末に比べ24,743千円減少いたしました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は1,442,674千円となり、前連結会計年度末に比べ55,929千円減少いた

しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上59,699千円に対し、配当金の支払91,714千円、自

己株式の取得79,978千円の支払、自己株式の処分53,041千円によるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の売上高は、フランチャイズ加盟および地盤調査機販売が当初予想を上回るものの、住宅着工動向が平成29

年12月で前年同月比で６か月連続減少となっており、今後も減少が予想され、地盤解析サービス、地盤調査サービ

ス、地盤転圧工事サービスの受注件数が当初予想を下回ること等により2,760百万円（前回発表予想比340百万円

減）となる見通しです。利益面では、売上減少に加え、売上原価における固定額取引等が当初予想より増加し原価

率が悪化すると予想されること等により、営業利益88百万円（同192百万円減）、経常利益83百万円（同198百万円

減）、親会社株主に帰属する当期純利益63百万円（同151百万円減）に、見通しを修正しております。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 780,978 790,031

受取手形及び売掛金 456,806 483,581

商品 61,969 50,673

仕掛品 9,329 10,864

貯蔵品 153 758

前払費用 147,391 107,157

未収入金 137,220 21,690

繰延税金資産 5,044 5,044

その他 72,830 68,576

貸倒引当金 △40,192 △30,453

流動資産合計 1,631,532 1,507,923

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,103 16,473

減価償却累計額 △3,399 △4,684

建物及び構築物（純額） 12,703 11,788

機械装置及び運搬具 20,788 20,788

減価償却累計額 △2,317 △6,930

機械装置及び運搬具（純額） 18,471 13,858

その他 11,778 17,425

減価償却累計額 △3,787 △6,025

その他（純額） 7,991 11,400

有形固定資産合計 39,166 37,046

無形固定資産

ソフトウエア 107,933 99,483

その他 20,085 17,881

無形固定資産合計 128,018 117,365

投資その他の資産

繰延税金資産 11,930 11,930

その他 55,095 79,217

貸倒引当金 △14,321 △14,321

投資その他の資産合計 52,703 76,826

固定資産合計 219,888 231,237

資産合計 1,851,420 1,739,161
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 96,987 110,759

未払金 76,173 54,712

未払法人税等 37,188 12,522

賞与引当金 19,837 8,098

ポイント引当金 10,507 6,391

その他 69,755 86,378

流動負債合計 310,449 278,862

固定負債

損害補償引当金 - 10,000

その他 42,367 7,624

固定負債合計 42,367 17,624

負債合計 352,817 296,487

純資産の部

株主資本

資本金 490,402 490,402

資本剰余金 18,540 22,198

利益剰余金 1,028,983 996,967

自己株式 △49,971 △76,908

株主資本合計 1,487,954 1,432,660

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 211 △423

その他の包括利益累計額合計 211 △423

新株予約権 10,437 10,437

純資産合計 1,498,603 1,442,674

負債純資産合計 1,851,420 1,739,161
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 2,067,453 2,079,856

売上原価 1,019,172 1,009,049

売上総利益 1,048,281 1,070,806

販売費及び一般管理費 818,802 983,559

営業利益 229,479 87,247

営業外収益

受取利息 112 15

未払配当金除斥益 130 473

その他 593 186

営業外収益合計 835 675

営業外費用

支払利息 47 121

為替差損 357 378

訴訟関連費用 - 5,434

その他 - 119

営業外費用合計 405 6,054

経常利益 229,910 81,868

税金等調整前四半期純利益 229,910 81,868

法人税、住民税及び事業税 62,426 22,169

法人税等合計 62,426 22,169

四半期純利益 167,484 59,699

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 167,484 59,699
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 167,484 59,699

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △500 △635

その他の包括利益合計 △500 △635

四半期包括利益 166,983 59,063

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 166,983 59,063

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月26日
定時株主総会

普通株式 92,348 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　当社は、平成28年８月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式158,600株の取得を行っております。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が49,971千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自

己株式が49,971千円となっております。

当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月26日
定時株主総会

普通株式 91,714 4.00 平成29年３月31日 平成29年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末日

後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、平成29年５月25日開催の取締役会決議に基づき、自己株式208,900株の取得及び平成29年７月13日開催の

取締役会決議に基づき、自己株式150,000株の処分を行っております。この結果、当第３四半期連結累計期間におい

て自己株式が26,937千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が76,908千円となっております。

また、自己株式の処分に伴い資本剰余金が3,658千円増加し、この結果、資本剰余金は22,198千円となっておりま

す。
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（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

　 該当事項はありません。

（セグメント情報等）

　 当社は、地盤解析を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

　第２四半期連結会計期間より、地盤品質補償引受けに係る期待損失について客観的データに基づき合理的な見

積りが可能になったことから、その見積額を売上原価及び損害補償引当金にそれぞれ10,000千円計上しておりま

す。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

　 該当事項はありません。
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